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コロナ禍の2年間、大きな変化見られず
景気動向に左右されにくい業界

ミカタス 税理士実態調査

８ヵ月間で全国332事務所が参加
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　会計事務所から人気のWebセミナーのひとつが、エヌエムシイ税理士法人（東京・中野区）が
2021年4月から８ヵ月間にわたり開催してきた「実践事例公開 Webセミナー」。全国332事務所が
参加し、その後の個別相談会も約100事務所に実施するなど盛況を極めている。そこで、セミナー講
師でもあるエヌエムシイ税理士法人代表社員・税理士 佐藤修一氏と(株)エヌエムシイ執行役員 会計
事務所企画営業部部長 木村哲也氏に聞いた。

「実践事例公開」Webセミナーで見えてきたもの

―まずは、これまでの会計事
務所向けセミナーから伺いま
す。
木村　新型コロナウィルス感
染拡大の前から、全国の主要
都市で、「顧客拡大」や「在宅
スタッフ活用」などをテーマ
に、会場集客型セミナーを実
施してきました。セミナーは10
年にわたってエヌエムシイ税
理士法人で取り組んできた業
務改革の事例がベースになっ
ており、これまで培ってきた実
践的な事務所経営のノウハウ
や実績を全国の会計事務所に
公開し、それを事務所経営に
役立ててもらえれば、という目
的で開催し続けてきました。と
ころが、そうした情報発信の手
段となるセミナー開催の在り
方について方向転換を迫られ
ました。
―それはコロナによる影響で
すか。
木村　それだけではないと思
います。実は、コロナ前にも小
規模なWebセミナーを開催し
てきましたが、どちらかという
とサービスの紹介が主な内容
で、課題解決という目的の動
機付けには弱い面がありまし
た。そもそも会計事務所が今

までやってきたことは、コロナだからと
いって急に変わるものでもないです。表
面的に例えば訪問をやめてみようとか、
ペーパーレスにしようとか、在宅化してみ
ようとかって言われても、従来のやり方は
そんなに簡単に変わりません。現在の
webセミナーの盛況は、コロナの影響で
多少の訴求力があったかもしれません
が、私どもの事例そのものが危機感を抱
く事務所に響いたものと捉えています。そ
こで、手段の良し悪しだけを判断させるよ
うな狭い範囲の内容に終始したセミナー
から脱却し、今までのやり方を根本的に
変える“仕組みづくり”にフォーカス、2021
年4月から「実践事例公開Webセミナー」
として開催しました。
―なるほど。その方法でブレイクしたと。

木村　そうですね。昨年8ヵ月間で全15
回開催したWebセミナーは、全国から
332事務所、約400名が参加。税理士法
人と個人事務所が半々で、これまで参加
実績のない地域からの参加が大幅に増
えたこともあり、コロナ前の2018年実施
のセミナー「在宅スタッフ活用」の年間
集客数を開始わずか4ヵ月で追い抜きま
した。また、個別相談希望も100件ほどあ
り、率直にエヌエムシイ税理士法人が取
り組んできた仕組みづくりが評価された
という感じですね。正直なところ、これほ
どの反応は予想外でした。
―そこに強みを感じさせますね。
佐藤　はい。どこで挫折してどのように乗
り越えてきたかなどの実体験を私が担当
し、セミナーで講演しました。もともと、
30年前に事務所創立者で先代の野本明
伯税理士が行っていた、福島・いわき市
の野本会計事務所の監査・決算の業務処
理、報酬アップ、顧客拡大、人材採用など
を講義形式で行う「経営スクール」が爆
発的にヒットしたこともあり、成功事例を
もとに商材を売るセミナーには自信があ
りました。ところが当時とは時代背景も大
きく変わり、ましてやコロナ禍で会計事務
所の事業活動が制限される中でも滞りな
く業務を継続できるようにするために
は、ツール販売ありきではなく、実体験が
何よりも重要です。参加会計事務所が真
剣に聞く耳を持っていたことが今回の
Webセミナー成功の大きな要因ではない
でしょうか。
―講演の中で一番伝えたかったことと
は？
佐藤　もちろん、税理士法人が展開する
業務改革の実例ですが、とくに「在宅ス
タッフ活用」と、顧問先との重要書類の
共有や、やり取りを見える化できる「私書
箱」システムは、効率化経営を行う上で不
可欠なアイテムであることを強調しまし
た。そこに説得力をもたせた結果、参加
事務所の約半数に興味を持って頂きまし
た。それ以上に関心を集めたのが、税理
士法人の高い顧客単価について。年間顧
問料100万円以上の顧客が年間20～25
件も増え続けている秘訣を知りたい、と
した声がオンラインの個別相談で多く聞
かれましたね。

―どんなサービスなんでしょうか。
佐藤　「プレミアム会計サービス」という
仕組みで、会社・オーナー社長とその家
族も含めた総合的な税金対策や税務調
査対応などを、国税OB税理士らとサポー
トしていくもので、これまでの顧問料単価
を嵩上げしてくれる独自商品として提供し
ています。
―ところで、オンラインによる個別相談
について教えて頂けますか。
木村　初めて弊社に相談する所長がほと
んどで、人材、サービス、売上など経営上
の諸問題が中心です。動機については、
「考え方に共感した」「実体験だけに説
得力がある」「提供サービスに興味を
持った」などさまざまです。セミナーアン
ケートで、どんなところに関心を持ったか
を聞き出し、そこから具体的な悩みをヒ
ヤリングします。その際には、佐藤が税理
士法人の立場で、そして私が事務所に支
援している具体的な事例を話します。
―お二人がコンビでお話しされるわけで
すね。
佐藤　はい、Webセミナーで一応の面識
はあるので話しやすい状況にあり、講師
二人が約1時間、直接相談に乗るので安
心感も違うと思います。
木村　これが別の営業マンが個別相談
をやるとなったら来ないと思いますね。ヒ
ヤリングを行い、具体的なノウハウをどの
ように取り入れていけばいいのか、どうい
うリスクがあり、どうやったらうまく現場
に伝えられることができるかなどをアドバ
イスします。先方のイメージが固まって、
「うちの事務所も変われるかもしれない」
となれば、すぐに契約か、あるいは少し考
えて数ヵ月後に「やっぱりやります」とい
う流れになりますね。ただ、あくまで個別
相談は、自分たちが経験した範囲に限定
したものとなります。
―具体的な個別相談例をあげると。
木村　会計事務所の業務スタイルの老朽
化に関して、例えばデジタル化に取り組む
にあたり所内ルールやお客様サービスの
陳腐化をどうにかしたいといった相談や、
コロナ禍における顧客訪問監査スタイル
の限界など、実に様々です。他にも、採用
難に苦しんだ末に記帳代行サービス業者
に登録、それだけで人手不足が軽減する

ものと勘違いしていた。ペー
パーレスが紙をデータ化するこ
とだけにとどまっていたという
事務所も少なからずあります。そ
れらのサービスやツールあるい
はスキャンしたデータをどう活
かすのか、日常業務にどう繋げ
ていくのかなど、より具体的な
実体験に基づく視点から問題
提起させていただくことで悩み
は軽減されていきます。
佐藤　結局、長年続けてきた習
慣をこれまで通り続けていくべ
きか、あるいは新しい仕組みに
切り替えるべきかの選択に悩ん
でいる所長は実に多いのです。
単なるツールやシステム、サービ
スの提供に留まらず、50年にお
よぶ現場実践経験に基づくコ
ンサルティングで、お客様に喜ん
でもらう体系まで提供できるの
が最大の強みでもあります。
―実際の行動に移す事務所
は？
佐藤　およそ1割ではないで
しょうか。
木村　数年前、会場集客型セ
ミナー後に直接事務所へ訪問
営業していた頃は、数こそ限ら
れますが高い割合で契約して
いました。ただ、今はほとんど
オンラインなので、気軽にたく
さんの方から「話を聞いてみたい」とオ
ファーが来てもお応えできます。セミナー
や個別相談のWeb会議システムは、時間
や場所に縛られず、これまで接点がな
かった税理士と初めて会う機会が得られ
るメリットは実に大きいですね。最近で
は、インタビュー動画で実際に導入後の
お客様の感想をお伝えするケースも増え
ており、そうした説明ツールも充実させて
います。
―最後に一言どうぞ。
佐藤　時代に合った業務スタイルに変え
る最大のチャンスが到来。勇気ある一歩
を踏み出すお手伝いをさせて頂きます。
木村　一人で悩まないで、ぜひご相談くだ
さい。会計事務所に特化した経営支援
サービスには自信があります。

　「いい税理士をあたりまえに」をビ
ジョンに掲げるMikatus（株）（ミカタ
ス、東京・中央区、代表取締役社長＝田
中啓介氏）は、このほど２回目となる
「税理士業界の景況感に関する実態調
査」を実施した。その結果、前回調査時
（2020年12月実施）と比べ、会計事務
所の売上や顧問先の経営状況、資金繰り
相談のニーズについては、さほど大きな
変化は見られなかった。
　今回の調査は、インターネットを使っ

て129の税理士事務所から回答を得たも
の。会計事務所の1年間の「業況」につ
いては、3割強が「普通」とし、事務所
の売上は連続減収の回答が前回よりも増
加したものの、顧問先数の増減でみる
と、「やや増えた」「増えた」を合わせ
ると全体の6割に達している。その要因
としては、紹介や営業、問い合わせ案件
が増えたことを挙げており、顧問先の廃
業は僅かながら減少。顧問料の増減もさ
ほど変化がなく、1年後の景況としては

「やや良くなる」とした回答が4割を占
めた。
　また、顧問先の「業況」については、コ
ロナ禍においても改善傾向にあるとし、
顧問先の業績や売上も、「さほど変化な
し」という回答が4割強で最も多かった。
資金繰りについても同様な傾向で、業況
や売上と比べると改善の幅は小さくなっ
た。1年後の顧問先の見通しについては、
一部で好感を示したものの、変わらない
状況が続くという見方が大勢だった。
　さらに、コロナ禍で様々な補助金や助
成金が誕生しているなか、申請相談は依
然として多いものの、前回調査より落ち
着いてきた感がある。事業継続・事業方
針に関する相談についてもさほど変化が

なく、１年後の税理士業界の見通しにつ
いては「やや悪くなる」と「変わらない」が逆
転し、わずかながら上向いた。
　今回は、いずれの質問項目においても
大きな変化が見られない結果となり、経
済状況や景気に左右されにくいと言われ
る税理士業界の姿が浮き彫りになった。
その一方で、新型コロナウイルスの感染
拡大の収束が見通せない中、中小・零細
企業を取り巻く厳しい経営環境は続いて
おり、支援の担い手である会計事務所の
重要性や存在感はますます高まっていく
に違いない。
　同社では、税理士事務所の経営に役立
つアンケートを継続的に実施していく予
定だ。
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エヌエムシイ税理士法人




